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Point 平
成
25
年
度
ビ
ジ
ッ
ト・ジ
ャ
パ
ン

地
方
連
携
事
業
に
つ
い
て

B U S I N E S S  R E P O R T 0５

運　輸　部
5仕 事

の 窓
事

外
国
人
観
光
客
の
誘
客
の
た
め
の
施
策
を
展
開
し
て
い
ま
す
。

平良港視察由布島視察

　

我
が
国
で
は
、官
民
一
体
と
な
っ
て
海
外
か

ら
の
誘
客
を
促
進
し
て
お
り
、
本
年
に
お
い

て
は
１
，０
０
０
万
人
の
目
標
を
掲
げ
、
外

国
人
訪
日
旅
行
促
進
事
業
（
ビ
ジ
ッ
ト
・ジ
ャ

パ
ン
事
業
）
を
強
力
に
展
開
し
て
い
ま
す
。

　

沖
縄
総
合
事
務
局
に
お
い
て
は
、
ビ
ジ
ッ

ト
・
ジ
ャ
パ
ン
事
業
の
重
点
市
場
に
対
し
て
、

海
外
旅
行
博
覧
会
へ
の
出
展
、
メ
デ
ィ
ア
や

ク
ル
ー
ズ
船
社
キ
ー
パ
ー
ソ
ン
の
招
請
、
商

談
会
や
セ
ミ
ナ
ー
の
実
施
等
を
通
じ
て
、沖

縄
へ
の
外
国
人
観
光
客
の
誘
客
を
積
極
的
に

実
施
し
て
い
ま
す
。

　

今
回
は
、
今
年
度
の
ビ
ジ
ッ
ト
ジ
ャ
パ
ン
事

業
の
中
で
実
施
を
し
た
ク
ル
ー
ズ
船
寄
港
誘

致
強
化
事
業
に
つ
い
て
御
紹
介
い
た
し
ま

す
。

　

２
０
１
２
年
に
お
け
る
沖
縄
へ
の
ク
ル
ー
ズ

船
の
寄
港
回
数
は
１
２
５
回
に
上
って
お
り
、

２
０
１
４
年
３
月
に
は
、
那
覇
港
（
泊
ふ
頭

地
区
）
ク
ル
ー
ズ
船
専
用
バ
ー
ス
に
旅
客
船

タ
ー
ミ
ナ
ル
が
完
成
予
定
と
な
って
い
る
こ
と

な
ど
、受
入
環
境
の
更
な
る
改
善
が
進
む
こ

と
か
ら
、
今
後
更
に
寄
港
回
数
が
増
加
す

る
こ
と
に
よ
り
、
外
国
人
観
光
客
数
も
増

加
す
る
こ
と
が
期
待
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

そ
こ
で
、（
一財
）
沖
縄
観
光
コ
ン
ベ
ン
シ
ョ

ン
ビ
ュ
ー
ロ
ー
と
の
連
携
事
業
と
し
て
、
本

年
９
月
１
日
か
ら
７
日
に
か
け
て
、
ア
メ
リ

カ
の
ク
ル
ー
ズ
船
社
で
あ
る
シ
ル
バ
ー
シ
ー
・

ク
ル
ー
ズ
社
の
ダ
リ
ウ
ス
・
メ
タ
副
社
長
を

招
聘
し
、
沖
縄
本
島
の
ほ
か
、
石
垣
島
、

西
表
島
、
竹
富
島
、
宮
古
島
を
視
察
し
て

い
た
だ
き
、
ク
ル
ー
ズ
船
寄
港
の
適
地
と
し

て
の
沖
縄
の
魅
力
を
Ｐ
Ｒ
し
ま
し
た
。

　

今
後
と
も
外
国
人
観
光
客
の
更
な
る
増

加
に
つ
な
げ
る
べ
く
、
ビ
ジ
ッ
ト
・
ジ
ャ
パ
ン

地
方
連
携
事
業
に
よ
り
、
沖
縄
観
光
の
魅

力
を
発
信
す
る
た
め
の
効
果
的
な
プ
ロ
モ
ー

シ
ョン
を
実
施
し
て
い
き
ま
す
。

※

重
点
市
場（
14
市
場
）：

台
湾
、香
港
、中
国
、韓
国
、シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
、

タ
イ
、ア
メ
リ
カ
、ド
イ
ツ
、フ
ラ
ン
ス
、

オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
、イ
ギ
リ
ス
、カ
ナ
ダ
、

マ
レ
ー
シ
ア
、イ
ン
ド
ネ
シ
ア

【事業内容】
○日本向け旅行商品造成のための旅行会社関係者等の招請
○海外の旅行博への出展
○海外の新聞・雑誌等への広告掲載
○海外向け情報発信のためのメディア関係者等の招請
○外国人観光客向けパンフレット作成
○訪日教育旅行促進のための教育関係者等の招請　等

○都道府県の枠を越えて、自治体等間で広域で取り組む訪日プロモーションについて、国と地方で連携事
業を実施。

○訪問地の多様化を図り、増加するリピーター需要へ対応するとともに、インバウンドに取り組む自治体
間の連携を促し、滞在日数の長い外国人旅行者のニーズに即した誘客を実現。

ビジット・ジャパン地方連携事業について

◎都道府県の枠を越えて、広域で恊働して事業を実施。
◎総事業費の最大50％を国が負担し、連携事業として実施。
○連携・恊働を図り事業規模を拡大することにより、プロモー
ションの効率・効果を大幅に向上。
○また、滞在日数の長い外国人旅行者のニーズに対応した広域
単位での誘客を実現。

民間企業自治体 観光関係
団体

運輸局及び
沖縄総合事務局

観光庁

相互に連携を図り事業計画を提出

ヒアリング、事業
の採択事業計画を取り

まとめ・申請


